
【機密性1情報】 様式3-4

公益
法人
の区
分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・
応募者
数

第25回オリンピック冬季競技
大会（イタリア/ミラノ・コ
ルティナ）におけるサポート
活動のための宿泊施設の手配
業務の委託

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.11
JTB Italy S.R.L.
Viale Castro Pretorio, 124,
00185 Roma Italy

-

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
サポート拠点からのアクセスの良さや治安の良さ、安
全管理の観点から職員が同じ宿泊施設で宿泊する必要
があるが、現在確保できる施設はHotel Santa
Barbaraのみである。またサポート拠点にて一部早朝
からの業務があるため徒歩圏内の宿泊施設が10室程度
必要だが、Hotel Santa Barbaraは徒歩圏内にはな
く、JSCの希望条件に合う宿泊施設の中ではHOTEL REX
が最適である。選定した宿泊施設の所有者が共通言語
が違うJSCとの各種調整・交渉に不安を持っており、
JSCと直接契約ではなくイタリア国内企業のJTB ITALY
を仲介しての契約を希望しているため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

98,912,891 － 0 － － －

外貨による契
約：

622,759.5
ユーロ

競技者食事記録システム保守
及び運用

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.14
foo.log株式会社
東京都文京区本郷4-37-17

2010001141963

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
競技者食事記録システムに使用されている画像解析の
基礎技術は、東京大学相澤研究室で研究・開発された
ものであり、同技術に関わる知的財産の独占的なライ
センスを東京大学より受け、食事記録のクラウドサー
ビス事業を展開しているのがfoo.log社である。この
ため、同技術を核心部に使用している競技者食事記録
システムの保守を安全かつ適性に実施することは、
foo.log社にしか行うことができない。加え、本シス
テムをクラウドサービスと連動させ、システム仕様に
合う正確な食事データをシステムにフィードバックす
る運用についても、foo.log社にしか行うことができ
ない。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

2,244,000 － 0 － － －

日本スポーツ振興センター法
人ウェブサイトのリニューア
ル事前準備業務（第Ⅱ期）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.6
アライド・ブレインズ株式会社
東京都千代田区九段北1-10ｰ9九
段VIGASﾋﾞﾙ2階

9010001093298

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
法人ウェブサイトのリニューアル事前準備業務につい
て、令和5年11月7日付けでアライド・ブレインズ株式
会社（以下、「アライド」）と契約締結し、JSC法人
ウェブサイトのリニューアルに向けた情報分類見直し
及びサイト構造の設計、CMS調査を含む調達仕様書等
の作成を進めた。しかし、その後、ウェブサイトのリ
ニューアル範囲が拡大したため、準備した「仕様書」
「ＣＭＳ機能要件一覧等」の加筆修正が必要となっ
た。その加筆修正についてはアライドの保有する専門
的ノウハウが真に必要であるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

6,383,960 － 0 － － －

落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

法人名：独立行政法人日本スポーツ振興センター（法人番号：5011105002256）

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公開（物品･役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

契約の相手方の法
人番号

随意契約によることとした業務方法書又は会計規程等
の根拠規程及び理由

予定価格
（単位：円）

契約金額
（単位：円）



公益
法人
の区
分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・
応募者
数

落札率

再就
職の
役員
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公益法人の場合

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

契約の相手方の法
人番号

随意契約によることとした業務方法書又は会計規程等
の根拠規程及び理由

予定価格
（単位：円）

契約金額
（単位：円）

アスリート支援におけるコン
ディショニングサポート物品
の修理

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.10
株式会社インディバ・ジャパン
東京都目黒区碑文谷5-15-1

3013201000590

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
ハイパフォーマンス・サポート事業のコンディショニ
ング分野において使用する高周波治療器1台が定期検
査において部品が破損していることが確認された。当
該治療器はインディバ製品であり、正規代理店である
株式会社インディバ・ジャパンがメンテナンス業務を
行っている。SPAIN INDIVA, S.A.U.社が認定していな
い個人や修理工場において修理した場合、株式会社イ
ンディバ・ジャパンは一切のメンテナンス業務を不可
としているため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

1,068,100 － 0 － － －

スポーツ振興くじ事業におけ
る広告宣伝・広報業務（令和
7年度 スポーツ振興くじ広告
宣伝・理念広報施策の実施）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.12
株式会社電通
東京都港区東新橋1-8-1

5010401143788

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
企画競争を実施し、選定した契約相手方との間で締結
した基本契約(令和6年3月29日付)に基づく個別契約

5,073,000,000 5,073,000,000 100.00% 0 － － － 概算契約

令和7～9年度　国有財産の貸
付契約について（国立スポー
ツ科学センター屋外テニス
コート用地）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.17

　国
（分任契約担当官　関東財務局
東京財務事務所長）

-

【会計規則第18条第5項及び契約事務取扱規程第24条:
都道府県及び市町村その他の公共法人、公益法人等か
ら直接に物件を買い入れ又は借り入れるとき】
契約の相手方が国であることから、会計規則第18条第
5項及び契約事務取扱規程第24条第9号「都道府県及び
市町村その他の公法人、公益法人等から直接に物件を
買い入れ又は借り入れるとき」に該当するため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

50,570,926 － 0 － － －

国際スポーツ大会等の結果
データベースの利用

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.13

Gracenote（Infostrada
Statistics B.V）
Radarweg 29B-9, 1043 NX
Amsterdam , The Netherlands

-

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本件は競技大会の結果収集作業をより精度の高いもの
とし、結果分析作業を迅速化し、質の高いものとする
ため実施するものである。国際スポーツ大会等の結果
を扱っているデータベースサービスは複数存在してい
るが、JSCの求める条件を満たすサービスを提供して
いるのは、日本国内には存在せず、世界でも
Gracenote社のみであり、当該サービスは同社が代理
店等を介さず販売を行っているため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

32,760,121 － 0 － － －
外貨による契
約：208,956

ユーロ
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公益法人の場合

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

契約の相手方の法
人番号

随意契約によることとした業務方法書又は会計規程等
の根拠規程及び理由

予定価格
（単位：円）

契約金額
（単位：円）

国立スポーツ科学センタース
ポーツクリニック電子カルテ
システム設定業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.11
富士通Japan株式会社
東京ヘルスケアビジネス統括部
神奈川県川崎市幸区大宮町1-5

5010001006767

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
国立スポーツ科学センター（以下、JISS）医学研究部
門のスポーツクリニックで稼働している電子カルテシ
ステムは、富士通Japan株式会社が開発し、著作権を
有しているパッケージソフトウエア「HOPE/EGMAIN-
GX」をベースにJISS用のカスタマイズされている。プ
ログラムソースは公表されておらず、カスタマイズの
詳細も同様の扱いである。本電子カルテシステムに使
用する端末はシステムの一部を構成するものとされ、
端末を増設する上で各端末に設定を行う必要があり、
システム全体のソースコードが公開されていない同シ
ステムにおいては、設定作業は開発者にしか行うこと
ができず、端末の機能全体を開発者に保証させる方法
で行う必要がある。このため、同電子カルテシステム
に安全かつ適正に接続する端末を設定できるのは、開
発者である富士通Japan株式会社のみであるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

1,419,000 － 0 － － －

第25回オリンピック冬季競技
大会（イタリア/ミラノ・コ
ルティナ）におけるサポート
活動のための宿泊施設手配業
務の委託（Casa Urbani）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.12
JTB Italy S.R.L.
Viale Castro Pretorio 124
00185 Roma Italy

-

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
　宿泊施設については、選手村からのアクセスが良
く、職員が長期間安心して生活できる治安のよい環境
が必要であることから、通勤環境や生活環境などを考
慮したうえで現在確保できる施設は当該施設のみで
あった。
選定した宿泊施設を使用するにあたっての契約は、施
設所有者が海外組織と共通言語が違う中での各種調
整・交渉に不安を持っており、JSCとの直接契約では
なく、イタリア国内企業のJTB ITALYを仲介して契約
することを希望している。JTB ITALYはイタリア国内
の旅行代理店であり、多くの大規模国際スポーツイベ
ントでの業務実績があること、イタリア語と日本語の
対応が可能であることなどが施設がJTB ITALYを指名
する理由となっている。
ついては、上記の理由からJTB Italy S.R.L.と宿泊施
設手配業務委託を随意契約するものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

11,369,746 － 0 － － －
外貨による契
約：70518.8

ユーロ

スポーツくじ販売サイト会員
登録時における本人認証業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.14
日本電気株式会社
東京都港区芝5-7-1

7010401022916

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
コンビニ決済方式を採用する上で、「19歳未満購入禁
止」などの法令の遵守も含めた取引の安全性確保の観
点から、「本人認証」を行う必要がある。 本人認証
にあたり、必要な要件を満たすサービスは日本電気株
式会社が提供する「マルチバンク本人確認プラット
フォーム」のみであるため、日本電気株式会社と随意
契約を締結する。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

6,930,000 － 0 － － －
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再就
職の
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公益法人の場合

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

契約の相手方の法
人番号

随意契約によることとした業務方法書又は会計規程等
の根拠規程及び理由

予定価格
（単位：円）

契約金額
（単位：円）

国立スポーツ科学センター循
環ろ過システム保守点検及び
整備交換業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.17
株式会社みかづきプールシステ
ム
高知県高知市中万々106-1

4490001003354

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
国立スポーツ科学センターに設置されている競泳プー
ル、アーティスティックプール、宿泊者用風呂、二次
排水利用中水で使用している各循環ろ過システムは有
限会社みかづき文化会館が独自に開発したものであ
り、その制御プログラムは非公開となっている。本ろ
過システムに関する図書・保守用部品等も他社に公
開・供給されておらず、本ろ過システムのメンテナン
ス会社として設立され、取扱い、操作手順及び制御プ
ログラムを熟知した株式会社みかづきプールシステム
（現在は本ろ過システムの権利も承継。）でなければ
円滑な保守点検及び機器の不具合や故障等の緊急時の
対応は不可能であるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

54,626,000 － 0 － － －

日本青年館・日本スポーツ振
興センタービル警備（受付）
業務委託

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.19
ヒトトヒト株式会社
東京都渋谷区神宮前2-21-9

9011001017676

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
日本青年館・日本スポーツ振興センタービル（以下
「本ビル」という。）は、日本青年館（以下「NSK」
という。）所有のホテル、ホール、事務所の専有部分
及びNSKとJSCで共用する全体共用部分から構成される
区分所有建物である。令和7年度～9年度の本ビル全体
共用部分の警備業務は、令和7年1月28日に開催された
管理組合臨時総会において、ヒトトヒト株式会社と契
約を行うことを決定している。本件業務は、ＪＳＣ専
有部の警備（受付）で実施する業務であるが、本ビル
がホテル、ホールを含む複合ビル・区分所有ビルであ
ることから、本ビル全体共用部の警備業務と密に連携
し、一体となって迅速かつ適切な対応を行う必要があ
る。以上のことから、ヒトトヒト株式会社との随意契
約をするものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

30,096,000 － 0 － － －

日本青年館・日本スポーツ振
興センタービル設備管理業務
等（日本スポーツ振興セン
ター専有部分）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.21
株式会社東急コミュニティー
東京都世田谷区用賀4-10-1

4010901008681

【会計規則第18条第4項:競争に付することが不利と認
められる場合】
日本青年館・日本スポーツ振興センタービル（以下、
「本ビル」という。）は、日本青年館（以下、「ＮＳ
Ｋ」という。）所有のホテル、ホール、事務所の専有
部分、以下、ＪＳＣ所有の事務室、駐車場の専有部分
及びＮＳＫとＪＳＣで共用する全体共用部分から構成
される区分所有建物である。令和7年度～9年度の本ビ
ル全体共用部分の建物維持管理業務については、令和
7年1月28日に開催された管理組合臨時総会において、
現行の管理業者である株式会社東急コミュニティーと
随意契約を行うことを決定している。
ＪＳＣ専有部分のみならず全体共用部分、ＮＳＫ専有
部分も含めたビル全体で共通する業務であり、業務実
施にあたっては、施設運営に影響が出ないようビル全
体で管理・調整を行う必要があるため、全体共用部分
の契約業者が一括して実施することが望ましい。以上
のことから、ＪＳＣ専有部分における設備管理業務等
について、全体共用部分の受注者である株式会社東急
コミュニティーとの随意契約を行うものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

16,144,920 － 0 － － －
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（単位：円）

契約金額
（単位：円）

2026年ミラノ・コルティナ冬
季オリンピック・パラリン
ピック競技大会におけるJSC
サポート拠点設置施設の手配

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.21
JTB Italy S.R.L.
Viale Castro Pretorio, 124,
00185 Roma Italy

-

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
2026年ミラノ・コルティナ大会において、選手村付近
に日本選手団をスポーツ医・科学、情報面から総合的
にサポートするためのサポート拠点（以下「拠点」と
いう。）を設置する。
拠点を設置する施設については、その設置目的や特性
を踏まえ、JSCが選手村周辺の施設調査を実施した後
に各関係団体への意見聴取などを行い検討を重ねた結
果、最も効果的に拠点を運営できる施設を選定した。
　施設所有者が海外組織であるJSCと共通言語が違う
中での各種調整・交渉や支払代金回収等への不安を感
じており、JSCとの直接契約ではなくイタリア現地の
業者を仲介して契約することを希望しているため、
JTB Italy S.R.L.と随意契約を締結する。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

111,884,850 － 0 － － －

外貨による契
約：

693,000.0
ユーロ

令和７年度「アスリート育成
パスウェイの構築支援」委託
事業ジャパン・ライジング・
スター・プロジェクト（パラ
リンピック競技）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.24

公益財団法人日本パラスポーツ
協会
東京都中央区日本橋蛎殻町2-13-
6

7010005017932

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちパラリンピック競技につい
ては、全国の障がい者から選考された有望なアスリー
トを対象競技の中央競技団体の育成・強化コースへ導
く事業である。本事業の実施に当たっては、障がい者
の運動機能及び障がい者スポーツ競技について専門的
な知見が必須となる。また、中央競技団体と協働しな
がら進めること及び全国47都道府県レベルの発掘・種
目転向を強力に推進する必要があるため、各地の障が
い者スポーツ協会・医療機関等と連携しながら、継続
的に進めることが不可欠である。これらについて包括
的に実施可能な団体は、公益財団法人日本パラスポー
ツ協会のみである。

150,000,000 149,999,986 99.99% 0 公財 国認定 1 概算契約

2025年度 国立スポーツ科学
センター生理検査ファイリン
グシステムの保守

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.24
フクダ電子東京販売株式会社
東京都文京区小石川4-14-24

8010501011990

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
生理検査システムは、フクダ電子株式会社が著作権を
有しているパッケージソフトウエア「EFS-800」であ
り、プログラムソースは公表されていない。生理検査
ファイリングシステムの保守業務について、同システ
ムを熟知しないものが作業を行えば、アスリートの重
要な臨床検査データの消失等の不具合が発生する可能
性があることから、生理検査システムを安全かつ適正
な保守業務を遂行できるのは、開発者であるフクダ電
子株式会社のみであるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

1,305,810 － 0 － － －
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令和7年度「アスリート育成
パスウェイの構築支援」委託
事業　課題解決型アスリート
育成パスウェイ構築支援プロ
グラム

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.21

公益社団法人日本ボブスレー・
リュージュ・スケルトン連盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2 Japan
Sport Olympic Square

4100005010716

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本事業は、アスリートの戦略的な発掘・育成・強化に
向けて、中央競技団体のアスリート育成パスウェイを
一体的なプログラム構造で支援することを目的として
おり、委託先の中央競技団体の選定に当たっては、専
門的な知見やノウハウ等の技術的要素を評価すること
が重要であるため、外部有識者等から構成される選定
会議において委託先となる中央競技団体が選定し、令
和5年度に随意契約を締結した。本契約は複数年事業
で毎年契約を締結するため令和7年度においても随意
契約を行い締結する。

25,000,000 25,000,000 100.00% 0 公社 国認定 1 概算契約

令和7年度「アスリート育成
パスウェイの構築支援」委託
事業　課題解決型アスリート
育成パスウェイ構築支援プロ
グラム

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.21

公益財団法人全日本スキー連盟
(フリースタイルスキークロス)
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2 Japan
Sport Olympic Square　6F

9011005000232

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本事業は、アスリートの戦略的な発掘・育成・強化に
向けて、中央競技団体のアスリート育成パスウェイを
一体的なプログラム構造で支援することを目的として
おり、委託先の中央競技団体の選定に当たっては、専
門的な知見やノウハウ等の技術的要素を評価すること
が重要であるため、外部有識者等から構成される選定
会議において委託先となる中央競技団体が選定し、令
和5年度に随意契約を締結した。本契約は複数年事業
で毎年契約を締結するため令和7年度においても随意
契約を行い締結する。

25,000,000 25,000,000 100.00% 0 公財 国認定 1 概算契約

令和7年度「アスリート育成
パスウェイの構築支援」委託
事業　課題解決型アスリート
育成パスウェイ構築支援プロ
グラム

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.21

公益財団法人全日本スキー連盟
（スノーボードハーフパイプ）
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2 Japan
Sport Olympic Square 6F

9011005000232

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本事業は、アスリートの戦略的な発掘・育成・強化に
向けて、中央競技団体のアスリート育成パスウェイを
一体的なプログラム構造で支援することを目的として
おり、委託先の中央競技団体の選定に当たっては、専
門的な知見やノウハウ等の技術的要素を評価すること
が重要であるため、外部有識者等から構成される選定
会議において委託先となる中央競技団体が選定し、令
和5年度に随意契約を締結した。本契約は複数年事業
で毎年契約を締結するため令和7年度においても随意
契約を行い締結する。

25,000,000 25,000,000 100.00% 0 公財 国認定 1 概算契約

令和7年度「アスリート育成
パスウェイの構築支援」委託
事業　課題解決型アスリート
育成パスウェイ構築支援プロ
グラム

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.21

公益財団法人全日本スキー連盟
（エアリアル）
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2 Japan
Sport Olympic Square 6F

9011005000232

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本事業は、アスリートの戦略的な発掘・育成・強化に
向けて、中央競技団体のアスリート育成パスウェイを
一体的なプログラム構造で支援することを目的として
おり、委託先の中央競技団体の選定に当たっては、専
門的な知見やノウハウ等の技術的要素を評価すること
が重要であるため、外部有識者等から構成される選定
会議において委託先となる中央競技団体が選定し、令
和５年度に随意契約を締結した。本契約は複数年事業
で毎年契約を締結するため令和7年度においても随意
契約を行い締結する。

25,000,000 25,000,000 100.00% 0 公財 国認定 1 概算契約
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秩父宮ラグビー場芝生育成・
維持管理業務委託

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.25
株式会社オフィスショウ
東京都港区六本木3-5-14

7010401006349
【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
公募で選定された者との契約であるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

53,999,990 － 0 － － －

スポーツ振興投票事業に係る
経営コンサルティング業務
（令和7年度）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.26
アビームコンサルティング株式
会社
東京都中央区八重洲2-2-1

8010001085296
【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
企画競争で選定された者との契約であるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

1,440,885,600 － 0 － － －

国立競技場運営事業等のモニ
タリング支援業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.28
EY新日本有限責任監査法人
東京都千代田区有楽町1-1-2

1010005005059

【会計規則第18条第4項:競争に付することが不利と認
められる場合】

業務内容の特殊性を鑑みると、本件調達の契約の相手
方は本事業に係る「実施契約」、「モニタリング基本
計画」及び「業務要求水準」等の検討経緯、運営権者
との協議経緯、内閣府PPP/PFI推進室やスポーツ庁と
の調整経緯等を含め、その内容を詳細に理解している
必要があることから、「国立競技場の運営管理に係る
民間事業化に向けたアドバイザリー業務」を履行した
EY新日本有限責任監査法人とすることが最適であると
考えられるため、随意契約を締結するものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

63,141,100 － 0 － － －
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2025年度　国立スポーツ科学
センター電子カルテシステム
のライセンス更新及び保守

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.31

富士通Japan株式会社　ヘルスケ
ア事業本部東京ヘルスケアビジ
ネス統括部
神奈川県川崎市幸区大宮町1-5JR
川崎タワー

5010001006767

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本件は、現在国立スポーツ科学センター医学研究部門
のスポーツクリニックで稼働している電子カルテシス
テムのシステムライセンス更新及び保守を行うもので
ある。同電子カルテシステムは富士通Japan株式会社
が開発を行い、自社において著作権を有しているパッ
ケージソフトウェア「HOPE/EGMAIN-GX」をベースにカ
スタマイズを施して製作されている。同ソフトウェア
のプログラムソースは公表されておらず、また、カス
タマイズの詳細も同様である。
ライセンス更新業務には一部プログラムや機器の更新
も含まれるが、同システムを熟知しない者が作業を行
えば、重要なデータの消失等の不具合が発生する可能
性がある。
これらのことから、同電子システムのライセンス更新
を安全かつ適正に遂行できるのは、開発者である富士
通Japan株式会社のみであると考えられる為、同社と
の随意契約を締結する。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

17,679,701 － 0 － － －

ハイパフォーマンススポーツ
センターにおける宅配業務に
ついて

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R7.3.31
ヤマト運輸株式会社　王子営業
所
東京都足立区新田1-9-1

1010001092605

【会計規則第18条第5項及び契約事務取扱規程第26条:
競争に付しても入札者がないとき】
入札公告を行っても競争に参加する意思のある者が現
れなかったため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

1,128,714 － 0 － － －

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


